
公告第１０号 

 

 令和２年度国富町公共下水道事業公営企業会計移行支援業務に係る受託候補者の募

集及び選定に関し、次のとおり公告する。 

 

令和２年５月１１日 

                         国富町長 中別府 尚 文 

 

令和２年度国富町公共下水道事業公営企業会計移行支援業務受託候補者募集及び選

定要項 

 

１ 目的 

  この要項は、国富町公共下水道事業に公営企業会計（地方公営企業法適用）を導

入するにあたり、その支援業務（以下「本業務」という。）の受託候補者を公募型

プロポーザルにより募集及び選定するために必要な事項を定めたものである。 

 

２ 委託業務の概要 

 ⑴ 業務の名称 令和２年度国富町公共下水道事業公営企業会計移行支援業務 

 ⑵ 業務の内容 別紙「仕様書」による。なお、貴社が必要と認める事項は技術提

案書にて提案すること。 

 ⑶ 履 行 期 間 契約締結日から令和５年３月３１日 

 ⑷ 提案上限額 金 ３５，０００，０００円 

（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

          

３ 参加資格要件 

  次に掲げる条件をすべて満たす者とする。複数社で共同提案する場合において

も、すべての会社が対象となる。 

⑴ 九州内に本店、支店又は営業所を有すること。 

⑵ これまでに、地方公共団体発注の下水道事業公営企業会計移行関連業務と同種

又は類似の業務実績を有すること。 

⑶ 「一般競争（指名競争）参加資格審査申請書」を提出しており、本業務の参加

表明書提出締切りの前日までに入札参加資格を有すること。 

⑷ 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定のいずれに

も該当していないこと。 

⑸ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づき、更生手続き開始の申し立て

がなされている者でないこと。 



⑹ 民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づき再生手続き開始の申し立てが

なされている者でないこと。 

⑺ 本業務の公告日から契約締結日までの間に、県及び町が発注する建設工事等の

契約に係る指名競争入札の指名停止を受けていない者であること。 

⑻ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員である役職者を有

する団体並びにそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

⑼ 公告の日の前日から起算して３か月以上前から引き続き当該選定参加者と直接

的かつ恒常的な雇用関係にあって、技術士（上下水道部門－下水道）又はＲＣＣ

Ｍ（下水道）の資格を有する者を管理技術者、主任技術者及び照査技術者として

配置できること。ただし、管理技術者は主任技術者を兼ねることができる。照査

技術者は、管理技術者及び主任技術者との兼務をすることができない。 

⑽ 地方公営企業会計移行に関する専門知識と経験を有する公認会計士を選任し

（正社員、顧問契約等の別を問わない。）、業務に係る相談及び指導が受けられ

る者であること。 

⑾ ①ISO9001(品質マネジメントシステム)及び②ISO27001又はJISQ27001(情報セキ

ュリティマネジメントシステム)③JISQ15001(プライバシーマーク)②③のいずれ

かを保有していること。 

 

４ 担当課（事務局） 

 〒８８０-１１９２ 

  宮崎県東諸県郡国富町大字本庄４８００番地 

  国富町役場上下水道課 管理係 

  ＴＥＬ：０９８５－７５－９４０７（直通）ＦＡＸ：０９８５－７５－９４００ 

  E-mail:gesui@town.kunitomi.miyazaki.jp 

 

５ 参加受付及び資格審査 

  本業務の受託候補者選定に参加を希望する者は、参加表明書等を提出すること。 

 ⑴ 提出期限  令和２年５月２５日（月）午後５時必着 

 ⑵ 提出先   ４の事務局に同じ 

 ⑶ 提出方法  郵送による（書留郵便に限る。） 

 ⑷ 提出書類 

  ① 参加表明書（様式第１号） １部 

  ② 会社概要書（複数社の場合は会社ごと/様式第２号） １部 

  ③ 業務実績書（様式第３号） １部 

  ④ 技術者経歴書（様式第４号） １部 



 ⑸ 資格審査結果 

参加表明書等により参加資格要件を満たすと認めた者には、「参加資格者」で

ある旨を電子メールにて令和２年５月２７日（水）に通知する。あわせて、事務

局にて責任抽選を行い、提案者記号（Ａ社、Ｂ社、Ｃ社…等）を通知する。 

 ⑹ 辞退 

参加表明書提出後、辞退を希望する場合は速やかに参加辞退届（様式第５号）

を提出すること。 

 

６ 技術提案書受付 

  参加資格者は仕様書等の内容を踏まえ以下のとおり技術提案書を提出すること。 

⑴ 提出期限  令和２年６月１５日（月）午後５時必着  

⑵ 提出先   ４の事務局に同じ 

⑶ 提出方法  郵送による（書留郵便に限る。）     

⑷ 提出書類 

  ① 予定管理技術者の業務実績（様式第６号） １部 

  ② 予定主任技術者の業務実績（様式第７号） １部 

    管理技術者が主任技術者を兼ねる場合は、様式第７号は提出不要 

  ③ 予定照査技術者の業務実績（様式第８号） １部 

  ④ 技術提案書 正本１部 副本１０部 

   ア 任意様式とする。ただし、正本のみ表紙(様式第９号)を添付すること。 

イ 技術選考では、公平性を期すため事業者名は公表しない形で行なうので、

技術提案書（副本）には事業者名は表記しないこと。当町が指定する提案者

記号（Ａ社、Ｂ社、Ｃ社…等）を使用すること。 

ウ 本業務の実施方針、業務実施フロー、実施手順、業務工程表に加え本業務

に対する企画、貴社のＰＲポイントを簡潔明瞭に記載すること。 

エ Ａ４用紙３０ページ以内とし、特に大きな図、表等が必要な場合にはＡ３

用紙を折り込むこと。 

オ 技術提案書に記載の内容については、すべて本業務において提出した価格

提案書の範囲内で行なうことを前提とすること。 

カ 技術提案書を評価する者が特段の専門的な知識を有していなくても評価が

可能な技術提案書を作成すること。なお、やむを得ず専門用語を使用する場

合については、一般用語を用いて脚注を付記するなど、理解しやすいものと

すること。 

   キ 書類の作成に用いる言語は日本語とすること。 

  ⑤ 留意事項 

ア 技術提案書の提出後における書類の追加、修正及び再提出は認めない。 



   イ 技術提案書の作成に要する費用は、参加者側の負担とする。 

ウ 契約交渉権者とならなかった場合には技術提案書（正本のみ）を返却す

る。また、当該提案者に無断で２次的な使用は行わない。 

エ 技術提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された技術提案書を無効と

するとともに、虚偽の記載をした者を参加停止の措置を行なう。   

 

７ 仕様書、様式集等について 

公告の日から、令和２年６月１５日（月）まで国富町が管理するホームページ

（http://www.town.kunitomi.miyazaki.jp/）にて公開する。 

  

８ 質問の受付及び回答 

  質問書（様式第１０号）により４の事務局に電子メールにて送付すること（電話

及び来庁による質問には応じない。）。 

 ⑴ 受付期限  令和２年６月２日（火）午後５時まで  

 ⑵ 回答方法  令和２年６月４日（木）までに随時、電子メールで回答 

 

９ 技術提案書の審査及び受託候補者の決定等 

⑴ 審査 令和２年度国富町公共下水道事業公営企業会計移行支援業務受託候補者

選定委員会で行う。 

 ⑵ 審査基準表 

項   目 配   点 

１ 事業者に関すること ３０    

２ 業務全般に関すること ３０    

３ 資産調査に関すること ４０    

４ システム構築に関すること ４０    

５ 移行事務支援に関すること ４０    

６ 下水道経営に関する提案 ２０    

技 術 点 合 計 ２００    

価格点（100×最低見積価格／提案者見積価格） １００    

総 合 計 点 ３００    

⑶ 契約交渉 審査の合計得点の最も高い提案者と契約の交渉を行う。ただし、そ

の者と合意に至らない場合には、次に合計得点の高い者から順に交

渉を行い受託者を決定する。 

 ⑷ 複数の場合 最高得点者が複数あるときは、価格点により選定する。 

 ⑸ １者の場合 応募者が１者のみの場合でも審査を行い、合計得点が配点の２分

の１以上の得点を取得すれば、当該者と契約交渉を行う。 



 ⑹ 異議 審査結果や選定内容による異議申し立ては、一切受け付けない。 

 ⑺ 通知 最高得点者及び次点者の発表は、決定次第文書で通知する。 

 

 

以 上 


